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　本研究では、あらゆる意味において、存在意義を強烈
に示してきている企業という組織体の行動様式に視点を
当てて、様々な空間スケールでのダイナミズムとそれら
の問に生起する空間の編成あるいは組織・集約化の方向
性を把握したい。そして、そこ浮かび上がる諸問題につ
いて様々な角度から検討を加えたいと考えている。
　今年度の作業としては、実施計画にも指摘しておいた
ように、研究フレームにもとついて、全国上場企業全社
を対象とすることにした。必要としている情報は、まず
誰が、どのくらいの規模で、何を商品として、何年に、
どこで創業したのか。工場と事務所の空間的分離が何年
にはじまり、どの場所に何故それぞれ分離立地するよう
になるのか。商品の生産規模と販売範囲の発展拡大と営
業ネットワークの確立はどのように連動しながら歴史を
形成してきているのか。つまり、単一工場から多核工場
配置（＝生産ネットワーク形成）および本社のみあるい
は本社と代理店（企業の外部組織利用の時代）から内部
組織の拡充による支社・支店・営業所・出張所、関連販
売会社、子会社等の営業拠点配置（＝販売ネットワーク）
を個別企業空間データごとに時系列的に整理し、最終的
にわが国の国民経済空間の基本構造が本研究の問題意識
の範囲で示すことができればと考えている。
　これにもとづき、現在各企業の関連のデータを収集し
ている。特に各社の社史、会社経歴書、有価証券報告書
などを響にしつつ、現在基本的な企業の空間データを
時系列で整理するという作業を進めている。これまでの
整理の中で注目すべき論点が浮かび上がってきている。
1つは、本研究では、日本を代表する企業のほぼすべて
が対象になる。2つは建設・製造業、商業・サービス業、
金融業というようにほぼすべての業種を対象にしてい
る。この点、それらの間にみられる実に多様な相違性に
加えて、企業規模あるいは系列企業、それらの間に存在
する極めて多種多様な関係を軸にして研究を組み立てる
ことができることである。3つは近年の日本経済の後退
と企業間結合の活発化、さらに国境を超えた外資との合
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従連衡の一般化という局面を迎え、企業の空間行動様式
に本質的な変化が生まれてきている事実である。これら
の論点を本研究で明らかにすることができれば、意味の
ある研究を社会に公開することになろう。
　データベースとして利用可能になるまでには若干の時
間が必要であるが、来年度の報告書作成までには完成と
まではいかないまでも、一定の中間的なまとめができる
ようにしたい。わが国において、今日ほど企業あるいは
株式会社というものが個人の生活のみならず社会のあり
方にまで直接的に影響をおよぼすようになったことはな
かろう。本研究では、この側面も軽視することなく、十
分に吟味していく予定である。
